
保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ２年度 元年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

1 地域精神保健福祉連絡協議会 501 204 297 〇

国庫支出金

250 － 皆増

都支出金

125 － 皆増

計

375 － 皆増

2 公衆浴場補助 48,938 57,582 △ 8,644

(1) 浴場需要対策費補助

(2) 施設整備費等補助

(3) 公衆浴場承継支援補助

(4) クリーンエネルギー燃料費補助

(5) 経営支援専門家派遣

(6) 事業承継支援専門家派遣

(7) 出会いの湯

3 高齢者いきいき入浴事業 32,514 36,338 △ 3,824

4 災害時の医療救護活動 16,925 8,774 8,151 ○

都支出金 (1) 災害医療運営連絡会等経費

427 736 △ 309 (2) 医療資材更新委託

(3) 災害時支援計画の作成及びモニタリング

5 休日診療費 73,689 78,226 △ 4,537

(1) 内科、小児科等

(2) 歯科

(3) 薬局

日曜日及び国民の祝日等において、休日診療体制
を整備する。

45,326千円

15,788千円

12,575千円

6,000千円

高齢者の閉じこもり防止や介護予防を図るため、区
内公衆浴場を活用して、シニア入浴事業を行う。

大震災等に備え、災害医療運営連絡会の設置及び
医療資材の適正な配備を行う。

606千円

16,068千円

251千円

12,916千円

19,820千円

6,080千円

3,600千円

126千円

396千円

説  明

区の地域精神保健福祉施策を総合的に推進するた
め、保健医療・福祉の関係機関との連携を図る協議会
等の運営を行う。

区内公衆浴場の運営を支援することで、区民の公衆
浴場を利用する機会の確保を図る。

また、公衆浴場改修・改築費用やクリーンエネルギー
燃料費等の補助及び専門家派遣の実施など、浴場経
営を次世代へ承継することに対する総合的な支援を行
う。
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［新］：新規事業　　　　　　［レ］：レベルアップ事業
［重点］：重点施策事業　 ［戦略］：文の京総合戦略事業



保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ２年度 元年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説  明

6 地域医療連携 16,336 5,972 10,364 ○

都支出金

4,681 1,745 2,936

(1) 協議会・部会関係経費

(2) 退院支援ガイドブック

(3) かかりつけマップ作成

(4) 多職種ネットワーク運営

(5) 医療機関情報検索システム運用経費

(6) 小児初期救急平日夜間診療事業

新

7 骨髄移植ドナー支援 623 420 203 ○

都支出金

210 210 0

8 受動喫煙防止対策 14,685 344 14,341 レ 10 ○

都支出金

14,546 344 14,202

9 健康の保持・増進 48,005 47,128 877

国庫支出金

17 50 △ 33

都支出金

772 804 △ 32 (1) 健康相談

その他 (2) 健康づくり事業 ○

15,490 15,686 △ 196 (3) 骨粗しょう症健康診査事業

計

16,279 16,540 △ 261

2,008千円

区民及び施設の管理権原者等に対し、受動喫煙防
止対策の普及・啓発の推進を図る。

また、法令に基づく標識の掲示確認を行うとともに、
喫煙専用室の設置等を検討している施設に対し、専門
アドバイザーの派遣を行う。

区民の健康相談を行い、必要に応じて、Ｘ線検査、
血圧測定、尿検査及び骨密度測定等を実施し、健康
診断書を発行する。

また、運動指導等を通じて、区民の健康の保持・増
進を図るため、自主トレーニング事業及び運動教室等
を行う。

6,024千円

39,973千円

990千円

3,960千円

1,100千円

753千円

8,467千円

骨髄移植等の一層の推進と骨髄ドナー希望登録者
の増加を図るため、入院又は通院期間中の休業補償
として、ドナー及びドナーが従事する事業者に対して
補助する。

地区医師会、区内大学病院等による協議会及び分
野別の検討部会を設置し、地域医療連携を推進すると
ともに、医療と介護の連携を目的とした多職種ネット
ワークの運営及び医療機関情報検索システムの運用
を行う。

また、地域における小児医療体制の充実を図るた
め、平日準夜間の救急診療事業を実施する。

1,066千円

3



保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ２年度 元年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説  明

10 歯科保健 53,651 48,349 5,302

都支出金

3,490 3,620 △ 130

その他 (1) 歯科保健教育

2,783 2,591 192 (2) 歯科保健相談

計 (3) 在宅療養者等歯科訪問健診・相談指導

6,273 6,211 62 ○

(4) 在宅歯科診療促進助成

(5) 歯周疾患検診

11 うつ病・自殺対策 1,082 2,240 △ 1,158 ○

都支出金

591 1,359 △ 768

12 感染症予防・医療対策費 1,522 241 1,281

国庫支出金

167 167 0

(1) 医療費公費負担

(2) 感染症企画展 新

(3) その他感染症予防対策費

13 予防接種 1,079,854 1,022,602 57,252

国庫支出金

32,242 28,721 3,521

都支出金 (1) 定期予防接種 レ

9,375 7,295 2,080 ア 予防接種費

その他 イ 予防接種スケジュール管理モバイルサービス

111,308 100,778 10,530

計 ウ 里帰り先での接種費助成等

152,925 136,794 16,131 エ その他定期予防接種関係経費

(2) 任意予防接種

ア 予防接種費

イ 骨髄移植など特別の理由による任意予防接種

○

ウ その他任意予防接種関係経費

(3) 予防接種健康被害関係経費

(4) 予防接種管理システム 5,297千円

23,161千円

174,452千円

169,502千円

762千円

4,188千円

175千円

予防接種の接種勧奨及び接種費助成を行い、感染
症予防を図る。

また、新たに定期接種化となるロタウイルスワクチンの
予防接種を実施する。

899,930千円

863,953千円

1,277千円

11,539千円

27,786千円

文京区自殺対策計画に基づき、自殺に関する正しい
知識と理解を促すため、講演会の実施等の普及啓発
を行うとともに、自殺対策を支える人材育成のための講
座等を実施する。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律に基づき、患者の移送及び入院中の医療費
の公費負担を行う。

また、感染症予防を広く周知するため、企画展を開
催する。

188千円

820千円

514千円

乳幼児から高齢者までの各年齢層に応じた歯科保
健事業を実施し、区民の歯科保健に対する意識を高
めるとともに、在宅歯科診療を推進するため、歯科医
師会に対し、在宅歯科診療用ポータブルユニットの導
入費用を一部助成する。

108千円

9,918千円

15,359千円

480千円
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ２年度 元年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説  明

14 健康教育 4,011 3,601 410 ○

都支出金

613 613 0

15 健康診査・保健指導 128,764 153,252 △ 24,488 ○

都支出金

6,849 7,162 △ 313

16 たばこ・アルコール対策 1,415 1,648 △ 233 〇

都支出金

796 882 △ 86

17 各種がん検診 721,070 715,566 5,504 ○

国庫支出金 (1) 乳がん検診

7,212 5,428 1,784 (2) 子宮がん検診

(3) 胃がん検診

(4) 大腸がん検診

(5) 肺がん検診

(6) 女性特有のがん検診

(7) がん検診精度向上事業

(8) がん検診システム

18 がん対策関係経費 3,359 － 皆増 新 9 〇

19 食育普及 3,515 3,401 114 ○

都支出金

1,757 1,700 57

20 特定不妊治療費等助成事業 17,330 16,140 1,190 ○

(1) 特定不妊治療費助成

(2) 男性不妊検査費助成

(3) 特定不妊治療費融資あっせん

(4) その他事務費

80千円

20千円

8,136千円

　がん予防に関する知識の普及・啓発を行う。
また、がん治療に伴う脱毛等の外見変化が及ぼす心

理的及び経済的負担の軽減を図るため、ウィッグ等購
入費用の一部を助成する。

区民が事業者や大学等と協力し、食に関するイベン
ト（ハッピーベジタブルフェスタ）の開催や野菜塾の受
講などを通して、食に関する理解を深め、健康増進を
図る。

医療保険適用外の特定不妊治療を受ける区民に対
し、１０万円を限度に治療費を助成するとともに、男性
不妊検査を受ける区民に対し、１万円を限度に検査費
を助成する。

また、指定医療機関において特定不妊治療を受ける
区民に対し、治療費の融資あっせん及び利子補給を
行う。

17,200千円

30千円

128,660千円

269,437千円

67,459千円

124,660千円

7,759千円

36,871千円

健康の保持・増進と疾病予防を目的とした健康教室
を開催する。

また、たばこ関連疾病の予防を図るため、一般健康
相談等でスモーカライザーによる測定と禁煙指導等を
行う。

国民健康保険被保険者等に対し、生活習慣病に着
目した特定健診を区内指定医療機関で実施する。そ
の際、区独自の検査項目を追加する。

また、生活保護受給者や保険者が実施する特定健
診を受けられない者に対し、特定健診に準じた健診を
行う。

喫煙者及び受動喫煙者の減少や、未成年者の飲酒
防止等の普及啓発を行う。

また、区民の禁煙治療にかかる費用の一部を助成す
ることで、がん予防対策等を推進する。

がんの早期発見・早期治療を図るため、各種がん検
診を実施する。

78,088千円
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ２年度 元年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説  明

21 妊婦健康診査 210,472 210,375 97

22 妊娠・出産支援事業 42,969 44,796 △ 1,827 ○

国庫支出金

4,792 3,966 826

都支出金

4,792 27,765 △ 22,973

その他

1,923 1,613 310

計 (2) 利用者支援事業

11,507 33,344 △ 21,837 (3) 育児パッケージの配付

23 母親・両親学級 6,824 7,296 △ 472 ○

24 乳児家庭全戸訪問事業 10,468 10,825 △ 357 ○

国庫支出金

3,097 3,220 △ 123

都支出金

3,097 3,220 △ 123

計

6,194 6,440 △ 246

25 産前・産後サポート等事業 3,739 3,822 △ 83 〇

国庫支出金

1,485 1,528 △ 43

都支出金

－ 764 皆減

計

1,485 2,292 △ 807

16,300千円

23,800千円

妊婦及びその家族を対象に、妊娠中の生活や子育
てについての学習や交流の場を設けることを目的とし
て講習会を開催する。

生後４か月以内の乳児のいる全ての家庭を訪問し、
妊娠・出産に伴う母子の健康管理を行うとともに、子育
て相談や子育て支援に関する情報提供を行う。

また、継続支援が必要な家庭には適切な支援を行
う。

産前・産後を通じて、母子及び家族の健康や子育て
の相談に母子保健コーディネーターが対応し、継続し
た支援を行う。

また、育児グループや産後セルフケア教室等を開催
する。

妊婦の健康リスクを把握し、より安全な出産と健診に
要する経済的負担を軽減するため、１４回分の妊婦健
診費用を負担するとともに、歯周疾患のリスクが高くな
る妊娠期に歯周疾患検診を行い、口腔保健の向上を
図る。

ぶんきょうハッピーベイビープロジェクトとして、シンポ
ジウムの開催及び大学祭等での啓発冊子の配付や区
と関係機関等が応援団を結成し、妊娠・出産支援の充
実に取り組む。

また、安心して出産・育児ができるよう支援するため、
母子保健コーディネーターによる妊婦面接及び育児
パッケージの配付を行う。

(1) ぶんきょうハッピーベイビープロジェクト等経費

2,869千円
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ２年度 元年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説  明

26 産後ケア事業 26,556 22,714 3,842 〇

国庫支出金

13,278 11,353 1,925

都支出金

－ 5,676 皆減

計

13,278 17,029 △ 3,751

27 乳幼児家庭支援保健事業 3,953 3,844 109 ○

都支出金

481 481 0

28 乳幼児健康診査 80,231 80,665 △ 434

(1) ４か月児健康診査 〇

(2) ６・９か月児健康診査 〇

(3) １歳６か月児健康診査 〇

(4) ３歳児健康診査 〇

(5) 新生児聴覚検査

(6) 乳幼児発達健康診査

29 母子保健システム 12,567 50,648 △ 38,081

30 自立支援給付 696,142 723,666 △ 27,524

国庫支出金

315,416 338,477 △ 23,061

都支出金

163,612 174,000 △ 10,388

その他 (1) 障害福祉サービス費 ○

524 440 84 (2) 障害児通所支援等事業費

計 (3) 自立支援医療

479,552 512,917 △ 33,365

1,192千円

6,733千円

1,281千円

妊娠届時から切れ目のない支援を行うため、健康診
査データ等を記録・管理する母子保健システムを運用
する。

障害者総合支援法に基づき、精神障害者に対して
障害福祉サービスの給付を行うとともに、身体に障害
のある児童に対し、指定医療機関において生活能力
を高めるために必要な医療の給付を行う。

また、児童福祉法に基づき、児童発達支援事業や放
課後等デイサービス事業などの障害児通所支援等事
業を実施する。

428,444千円

266,506千円

乳幼児健診時に虐待予防スクリーニングを行い、子
育て困難家庭や虐待の危険性のある親子を早期に発
見し、適切な支援を行う。

新生児及び乳幼児を対象に、健康診査・歯科健診等
を行い、疾病の早期発見に努めるとともに、育児に必
要な保健指導を行う。

9,648千円

27,968千円

20,224千円

14,377千円

ホルモンバランスの変化や慣れない育児への不安・
疲れなどにより、精神的に不安定になりがちな産婦を
支援するため、宿泊型ショートステイ事業や助産師に
よる訪問相談等を実施する。
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保健衛生部 （ 単 位 ： 千 円 ）

事   業   名 ２年度 元年度 増（△）減
新
レ

重
点

戦
略

説  明

31 地域生活支援事業 120,642 125,082 △ 4,440 ○

国庫支出金

9,342 13,568 △ 4,226

都支出金

26,830 28,799 △ 1,969

計

36,172 42,367 △ 6,195

32 地域安心生活支援事業 40,251 39,404 847 ○

国庫支出金

7,744 8,608 △ 864

都支出金

3,872 4,304 △ 432

計

11,616 12,912 △ 1,296

33 障害者日中活動系サービス 35,291 37,691 △ 2,400 ○

推進事業

都支出金

35,291 37,691 △ 2,400

34 精神障害者グループホーム 3,720 2,820 900 ○

開設費等助成

都支出金

960 960 0

35 退院後支援事業 2,301 － 皆増 新 ○

国庫支出金

397 － 皆増

都支出金

199 － 皆増

計

596 － 皆増

障害福祉サービス利用者の福祉の向上を図るため、
就労移行支援、就労継続支援等を実施する事業所の
運営等を支援する。

精神障害者が利用する施設の整備等を推進するた
め、精神障害者グループホームを対象に開設に要す
る費用及び防災訓練事業等に係る経費を助成する。

また、精神障害者が利用する施設が、防犯設備を整
備した際の経費を助成する。

入院中の精神障害者が、退院後に地域で自分らしく
生活ができるようにするため、社会復帰の促進を支援
する計画等を作成し、関係機関が連携して、適切な支
援を行う。

精神障害者の社会復帰と自立を図るため、地域活動
支援センターの運営支援、移動支援事業及び日常生
活用具給付事業等を実施する。

精神障害者が地域で安心した生活を送ることができ
るように支援するため、２４時間の緊急時相談支援事
業や緊急時ショートステイ事業等の地域安心生活支援
事業を実施する。
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